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第15回「メディアに関する全国世論調査」（2022年）
結果の概要

1.メディアの信頼度と印象
―新聞の信頼度得点、トップを僅差でNHKに譲る
　第１回調査から継続して質問している各種メ
ディアに対する信頼感や印象について、今年度

の結果を過去調査と比較し考察する。
　各メディアが発信する情報をどの程度信頼し
ているのか、全面的に信頼している場合は100
点、全く信頼をしていない場合は０点、普通の

　公益財団法人新聞通信調査会（理事長 西沢豊）は、2022年8月26日から9月13日「第15回メディ
アに関する全国世論調査（2022年）」を実施しました。調査方法は、住民基本台帳から無作為に選
んだ全国の18歳以上の5,000人を対象とした訪問留置法で、2,993人から回答を得ました。この
調査は客観的で信頼性の高い統計手法を用いて調査し、クロス・メディア時代における新聞の在
り方を考えるデータを提供することを目的としたものです。2008年12月に着手して以降毎年実施
し、今回で第15回目を迎えました。今回も前回に続きコロナ禍のもとでの調査でしたが、例年並
みの回収率を得られました。今年度のトピックは、ウクライナ情勢の報道に関するメディアとの接
触状況や評価及び日本の安全保障について質問しました。調査結果の概要は以下の通りです。
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場合は50点として、それぞれ点数で回答しても
らった。その平均点の推移をグラフにしたもの
が図表１である。「新聞」は67.1点で昨年度調査
の67.7点から0.6点低下し、僅差で「NHKテレビ」
に続いている。本調査を始めた2008年から「NHK
テレビ」が毎回首位を維持し、「新聞」は二番手で
あった。2019年と2020年は逆転しトップとなっ
たものの、昨年からは再び「NHKテレビ」にトッ
プを譲っている。「NHKテレビ」は67.4点（昨
年度69.0点から1.6点低下）、「民放テレビ」が
62.1点（昨年度61.3点から0.8点上昇）、「ラジオ」
が55.1点（昨年度55.4点から0.3点低下）、「イ
ンターネット」が48.9点（昨年度49.2点から0.3
点低下）となっている。（図表１）
　当調査ではメディア信頼度の変化要因を探る
ため、この１年間で各メディアの信頼感が変化
したか、さらに「新聞」に関しては変化した理由
についても質問している。全てのメディアで「変
わらない」と回答した人が70％以上と多数を占
める結果となっている。「高くなった」は「イン
ターネット」が5.9％と最も多く、次いで「新聞」
が4.6％、「NHKテレビ」が3.6％となっている。

「低くなった」は「民放テレビ」（12.3％）、「雑誌」
（10.9％）、「インターネット」（10.4％）が10％
以上となっている。この１年間で新聞への信頼
感が高くなったと答えた人（全体の4.6％、137人）
に尋ねた理由では「情報が正確だから」35.8％（昨

年度比5.4ポイント減）が、信頼感が低くなった
と答えた人（全体の7.7％、230人）に尋ねた理由
では「特定の勢力に偏った報道をしているから」
44.8％（昨年度比2.0ポイント増）がそれぞれトッ
プになっている。時系列変化を見ると、信頼感
が低くなった理由としての「政府や財界の主張通
りに報道するだけだから」（16.5％）は、昨年度

（11.0％）より5.5ポイント増加している。

２.ニュースとの接触状況
―ニュースとの接触率は民放がトップ。
　ニュースとの接触状況については、各メディ
アのニュースを週に何日かでも読む・見聞きす
ると答えた接触率が高い順に、民放テレビの
ニュースが88.8％（昨年度89.5％）、インターネッ
トのニュースが75.0％（昨年度73.1％）、NHK
テレビのニュースが74.4％（昨年度76.5％）、
新聞が58.0％（昨年度60.6％）、ラジオのニュー
スが30.7％（昨年度29.1％）となっている。そ
のうち、毎日の接触率は、民放テレビのニュー
スが50.5％（昨年度54.7％）、インターネット
のニュースが46.9％（昨年度48.9％）、新聞が
40.3％（昨年度42.4％）、NHKテレビのニュー
スが37.2％（昨年度41.5％）、ラジオのニュー
スが9.6％（昨年度9.1％）となっている。
　時系列変化を見ると、2018年度は、「インター
ネットのニュース」より、「新聞」や「NHKテレビ
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図表２　ニュースとの接触状況
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のニュース」を見聞きする人が多かったが、その
後、「インターネットのニュース」を見聞きする
人は毎年増加している。そして今回調査では、
ニュース接触率について見ると、「インターネッ
トのニュース」が「NHKテレビのニュース」を抜
き、「民放テレビのニュース」に次いで２位となっ
ている。また、毎日の接触率についても、昨年
より若干低下したものの3年連続で「民放テレビ
のニュース」に次いで２位となっている。「イン
ターネットのニュース」は先述のように、情報の
信頼度については、それほど高く評価されてい
ないが、その一方で、それを情報源とする人は
着実に増えており、人々の生活に欠かせないメ
ディアとなっているようだ。（図表２）
　インターネットニュースの存在感が増してい
ることに関して、本調査ではネットニュースを
見る時に、ニュースの出所を気にするか尋ねて
いる。『気にする（計）』と答えた人が46.3％（「い
つも気にする」12.2％と「まあ気にする」34.1％
の計）、『気にしない（計）』と答えた人が53.7％

（「全く気にしない」14.5％と「あまり気にしない」
39.2％の計）と『気にしない（計）』と答えた人が
過半数に上っている。この質問を始めた2017年
度から2021年度調査までは全ての年代で『気に
しない（計）』と答えた人が過半数を占めていた
が、今回初めて40代で『気にする（計）』（53.6％）
が『気にしない（計）』（46.4％）を上回っている。
　ニュースとの接触時間については、平均接触
時間が長い順に、民放テレビのニュースが36.1
分（昨年度36.9分）、NHKテレビのニュースが
29.0分（昨年度30.1分）、インターネットのニュー
スが25.3分（昨年度26.4分）、新聞が24.5分（昨
年度25.4分）、ラジオのニュースが21.2分（昨
年度21.2分）となっている。前回調査と同様に、
民放テレビのニュース接触時間が他のメディア
より長くなっているが、これはニュースに特化
していない番組、例えば昼間や夕方の総合情報
番組も含め回答されているためと推察される。
　どんな場所、時間帯にニュースと接触して
いるのかを見ると、新聞は「自宅（午前中）」が
39.9％で最も多く、民放テレビのニュースと
NHKテレビのニュースは「自宅（夕方以降）」（民
放54.9％、NHK44.6％）が最も多くなっている。

インターネットのニュースは「自宅（夕方以降）」
が36.6％で最も多いが、「職場・学校」（21.0％）、

「移動中（電車・バスなど）」（19.9％）も多くなっ
ている（複数回答）。
　政治、経済、社会、国際情勢など８つの分野
のメディア別接触状況を聞いたところ、全ての分
野で「民放テレビ」が最も高くなっている。2位に
は、政治、国際情勢、経済に関することで「NHK
テレビ」、スポーツ・芸能、社会、生活・健康、
文化、地域に関することで「インターネット」が挙
げられている。「新聞」は地域に関することで3位
に、他の項目は4位に挙げられている（複数回答）。
　次に各メディアの印象を尋ねたところ、「情報
が信頼できる」ではNHKテレビが１位に、「情報
が面白い・楽しい」「情報が分かりやすい」「社
会的影響力がある」では民放テレビが１位に、「手
軽に見聞きできる」「情報源として欠かせない」

「情報の量が多い」「情報が役に立つ」ではイン
ターネットが１位になっている。新聞は、「情報
が信頼できる」で2位、「情報の量が多い」で3位
となっている（複数回答）。昨年度調査と比較す
ると、NHKテレビは「情報が分かりやすい」（2.5
ポイント）、「社会的影響力がある」（2.4ポイン
ト）、新聞は「社会的影響力がある」（3.3ポイン
ト）、「手軽に見聞きできる」（2.9ポイント）が減
少している。一方、インターネットは「情報が面
白い・楽しい」（3.0ポイント）、「社会的影響力
がある」（2.8ポイント）、「手軽に見聞きできる」

（3.1ポイント）、「情報源として欠かせない」（2.3
ポイント）が増加している。

３. 新聞の購読状況と評価
―新聞の購読率は低下傾向。
　ここからは新聞の購読率及び購読料や個別配
達など新聞に対する評価を紹介したい。まず新
聞の購読率を見ると、本調査を始めた2008年度
から低下傾向が続き、2008年度88.6％から今
回調査58.3％へ30.3ポイントの低下となって
いる。前回調査61.4％からは3.1ポイントとの
低下となっている。種別では全国紙は2008年度
の55.1％から今回調査の27.0％へ28.1ポイン
トの低下、前回調査30.2％からは3.2ポイント
の低下となっている。県紙・地方紙は2008年度
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27.6％から今回調査23.8％へ3.8ポイントの低
下、前回調査24.9％からは1.1ポイントの低下
となっている。ブロック３紙は2008年度13.0％
から今回調査8.4％へ4.6ポイントの低下、前回
調査7.6％からは0.8ポイントの上昇となってい
る。（図表３）
　月ぎめで新聞を取る理由は「新聞を読むのが習
慣になっているから」が48.6％（昨年度47.3％）
で最も多く、「新聞でなければ得られない情報が
あるから」が42.6％（昨年度41.0％）で次いでい
る。一方、新聞を取らない理由は「テレビやイン
ターネットなど他の情報で十分だから」が77.7％

（昨年度78.5％）で最も多く、次いで「新聞の購
読料は高いから」が37.4％（昨年度36.5％）となっ
ている（共に複数回答）。
　今後の新聞との接し方については、「紙の新聞
を購読する」と答えた人が最も多く47.2％となっ
ているが、2018年度（58.5％）から低下が続い
ている。一方、「図書館やインターネットなど無
料で読める分で十分なので、新聞は購読しない」
は27.5％で2018年度（20.4％）から、「無料でも
新聞は読まない」は13.6％で2018年度（8.8％）
からそれぞれ上昇傾向にある。
　新聞の１ヶ月の購読料（3,000円から5,000
円）について、「かなり高い」は15.0％、「少し高
い」は37.6％で、両者を合わせた『高い（計）』は
52.7％となっている。「妥当である」は44.5％、「少

し安い」と「かなり安い」を合わせた『安い（計）』は
1.5％とごく少数に留まっている。時系列変化を
見ると、『高い（計）』の割合は、調査開始の2008
年度以来、50％台で推移していたが、2015年度
に初めて50％を下回り、「妥当である」が上回っ
た。2019年度は再び『高い（計）』が「妥当である」
を上回った。『高い（計）』は一昨年度から減少が
続いたが今回調査で増加に転じた。
　戸別配達については、「ぜひ続けてほしい」は
32.2％、「できれば続けてほしい」は23.2％で、
両者をあわせた『続けてほしい（計）』は55.4％と
なっている。時系列変化を見ると、『続けてほし
い（計）』の割合は減少傾向が続き、調査開始の
2008年度（84.1％）からは28.7ポイント、昨年度

（58.0％）からは2.6ポイントの減少となっている。

4.ウクライナ情勢について
―ウクライナ情勢への関心高く、９割弱
　2022年２月に始まったロシアによるウクライ
ナ侵攻は世界に大きな衝撃を与えている。戦争
の様相はますます混迷し、終結の兆しはまだ見
えていない。ここからは、ウクライナ情勢をめ
ぐる人々のメディア利用について見てみよう。
　ウクライナ情勢に関心があるか尋ねたところ、

『関心がある（計）』と答えた人が88.4％（「関心
がある」41.7％と「どちらかと言えば関心がある」
46.7％の計）、『関心がない（計）』と答えた人が
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11.0％（「関心がない」2.6％と「どちらかと言え
ば関心がない」8.4％の計）となっている。人々の
ウクライナ情勢に対する関心は依然、高い状態
が続いている。
　ウクライナ情勢に関する情報の入手方法を尋
ねたところ、「民放テレビ（公式サイトも含む）」
が最も多く79.7％、以下、「NHKテレビ（同）」
65.9％、「ポータルサイト（Yahoo ！、Googleな
ど）」34.4％、「新聞（全国紙）（同）」33.8％、「新
聞（地方紙）（同）」22.2％、「インターネット動画
サービス（YouTube、ABEMAなど）」21.8％、「SNS

（LINE、Twitter、Facebookなど）」21.6％となっ
ている（複数回答）。民放テレビが多かった背
景には、情報番組の視聴が考えられる。ウクラ
イナ情勢に関する情報で信頼しているものを尋
ねたところ、「NHKテレビ」が最も多く57.5％、
以下、「民放テレビ」56.1％、「新聞（全国紙）」
28.4％、「新聞（地方紙）」16.9％、「ポータルサ
イト」13.5％となっている（複数回答）。（図表４）

「ポータルサイト（Yahoo ！、Googleなど）」、「イ
ンターネット動画サービス（YouTube、ABEMA
など）」、「SNS（LINE、Twitter、Facebookなど）」
など、インターネットを通して得られる情報に
ついて見ると、利用している人は多いが、その
情報を信頼している人の割合は他のメディアと
比較して少ないのが特徴的である。
　ウクライナ情勢の報道について7つの項目を

挙げてどう思うか尋ねた。『そう思う（計）』（「そ
う思う」と「どちらかと言えばそう思う」の計）が
最も多かったのは、「フェイクやプロパガンダ
による情報が横行し、何が真実か見えにくい」
59.0％である。以下、『そう思う（計）』の割合は

「欧米の報道をそのまま流していて、独自の取材
が少ない」41.4％、「起こっている事実をなるべ
く客観的に報道しようとしている」39.8％、「軍
事作戦や兵器、軍事技術の解説ばかりで、現地
の被害の実態や人々の暮らしを伝えていない」
38.4％、「専門家や評論家の解説に頼りすぎてい
る」36.5％、「 悲惨なことを伝える報道が多く、
心理的に負担を感じる」34.5％、「戦争の実態を
伝えるために、メディアによる遺体の写真や映
像の掲載は必要だと思う」29.3％となっている
が、いずれも「どちらとも言えない」と回答した
人の割合が上回っている。
　ウクライナ情勢に関連した報道について4つ
の項目を挙げてどう思うか尋ねた。『そう思う

（計）』（「そう思う」と「どちらかと言えばそう思
う」の計）が最も多かったのは、「ウクライナ情勢
が日本の経済や自分の暮らしにどういう影響を
及ぼすのか知りたい」81.0％である。以下、『そ
う思う（計）』の割合は「具体的にどのような防衛
上の脅威が日本にあるのか知りたい」72.2％、「防
衛費の増額が話題となったが、その具体的な内
容があまり報じられていない」69.9％、「他国か

民放テレビ
（公式サイトも含む）

ラジオ
（公式サイトも含む）

ＮＨＫテレビ
（公式サイトも含む）

専門家によるネット上の
情報発信

ポータルサイト
（Yahoo！、Googleなど）

キュレーションアプリ
（スマートニュース､グノシー､News Picksなど）

新聞（全国紙）
（公式サイトも含む）

家族や友人

新聞（地方紙）
（公式サイトも含む）

雑誌・書籍

インターネット動画サービス
（YouTube、ABEMAなど）

その他

ＳＮＳ
（LINE、Twitter、Facebookなど）

入手していない /
信頼しているものはない

79.7

65.9

34.4

33.8

22.2

21.8

21.6

56.1

57.5

13.5

28.4

16.9

9.4

7.3

13.9

11.4

8.4

8.3

4.9

0.6

1.6

8.5

7.6

3.1

2.2

1.8

0.3

9.0

(%)

情報入手方法

信頼している情報

図表４　ウクライナ情勢に関する情報の入手方法と信頼している情報
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ら日本が攻撃されるという危機感をあおられて
いると感じる」41.5％となっている。（図表５）
　ロシアによるウクライナ侵攻を受けて、日本で
も自国の安全保障に関して改めて考えざるを得
ない状況になっている。日本が他国から軍事攻撃
をうける不安をどのくらい感じているか尋ねたと
ころ、『不安を感じる（計）』と答えた人が76.6％

（「とても不安を感じる」18.8％と「どちらかと言
えば不安を感じる」57.8％の計）で、『不安を感じ
ない（計）』と答えた人の22.2％（「まったく不安
を感じない」2.6％と「どちらかと言えば不安を感
じない」19.6％の計）を大きく上回っている。
　さらに、一歩踏み込んで、台湾をめぐって中
国が武力を使うようなことが起きるのではない
かという危機感を持っているか尋ねたところ、

『危機感を持っている（計）』と答えた人が79.1％
（「非常に危機感を持っている」21.9％と「どち
らかと言えば危機感を持っている」57.2％の計）
で、『危機感を持っていない（計）』と答えた人の
19.5％（「まったく危機感を持っていない」2.8％
と「どちらかと言えば危機感を持っていない」
16.7％の計）を大きく上回っている。
　中国が台湾を軍事的に攻撃するような事態に
なった場合の日本の関与について尋ねたところ、

「自衛隊が米軍とともに中国軍と戦う」に『賛成
（計）』と答えた人の割合は22.5％（「賛成」7.8％

と「どちらかと言えば賛成」14.7％の計）で、『反
対（計）』と答えた人が74.2％（「反対」38.3％と「ど
ちらかと言えば反対」35.9％の計）と上回ってい
る。「自衛隊は戦闘に参加しないが、米軍に武器
弾薬を後方支援する」に『賛成（計）』と答えた人
の割合は44.8％（「賛成」11.6％と「どちらかと
言えば賛成」33.2％の計）で、『反対（計）』と答え
た人が51.1％（「反対」20.9％と「どちらかと言
えば反対」30.2％の計）と上回っている。「日本に
ある米軍基地からの米軍の戦闘行動のみ容認し、
自衛隊は一切関与しない」に『賛成（計）』と答えた
人の割合は48.4％（「賛成」12.0％と「どちらか
と言えば賛成」36.4％の計）、『反対（計）』と答え
た人が47.1％（「反対」16.2％と「どちらかと言
えば反対」30.9％の計）となっている。「在日米軍
基地の使用を含め、軍事面では一切関与しない」
に『賛成（計）』と答えた人の割合は46.8％（「賛
成」16.2％と「どちらかと言えば賛成」30.6％の
計）で、『反対（計）』と答えた人が48.7％（「反対」
20.2％と「どちらかと言えば反対」28.5％の計）
となっている。（図表６）
　台湾有事への日本の関与については、「自衛隊
が米軍とともに中国軍と戦う」は、3/4近くが反
対しているが、「米軍への後方支援」や「在日基
地使用」に関しては賛否が分かれている。この問
題への対応の難しさが浮き彫りになった結果と

図表５　ウクライナ情勢に関連した報道

（1）他国から日本が攻撃されるという
危機感をあおられていると感じる

（2）具体的にどのような防衛上の脅威が
日本にあるのか知りたい

（3）

（4）ウクライナ情勢が日本の経済や
自分の暮らしにどういう影響を
及ぼすのか知りたい

防衛費の増額が話題となったが、
その具体的な内容があまり報じられて
いない
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30.6

31.4

42.9

29.1

41.6

38.5

38.1

36.6

21.4

24.4

15.0

13.1

2.8

2.3

1.3

7.2

1.7

1.8

1.0

1.6

1.8

1.7

1.6

（%）

どちらかと
言えば
そう思う

どちらとも
言えない

どちらかと
言えば
そう思わない

そう思わない 無回答

『そう思う（計）』41.5%

『そう思う（計）』72.2%

『そう思う（計）』69.9%

『そう思う（計）』81.0%

そう思う
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なっている。
　以上、今年度の「メディアに関する全国世論調
査」の結果を概観してきた。今回コロナ禍だけで
なく、ロシアのウクライナへの侵攻、物価高など、
大きな課題を突きつけられている中での実施と
なった。調査内容は、各種メディアの問題点や
評価、信頼度などの定例的な質問に加えて、時
世を反映させてウクライナ情勢や日本の安全保
障に関する質問も加えている。
　毎年欠かさず質問している新聞の信頼度に関
しては、今年も僅差で、トップをＮＨＫテレビ
に譲っている。ただ、新聞はＮＨＫテレビとと
もに、本調査の開始時期からずっと上位２位を
占めており、他のメディアと比較して、常に信
頼できるメディアとして認識されていると言え

よう。ウクライナ情勢の報道については、「フェ
イクやプロバガンダによる情報が横行し、何が
真実か見えにくい」とする人は6割近くおり、混
乱する状況だからこそ信頼できる情報を求める
人は多いと思われる。信頼性という観点から、
新聞が果たすべき役割、人々に求められる役割
について今一度考える必要があるだろう。

〇おわりに
　より詳細な分析については、新聞通信調
査会ホームページの《事業紹介》→《世論調
査》（https://www.chosakai .g r. jp/pro ject/
notification/）に掲載しているので、参考にして
いただければ幸いである。

調査の概要
●調査地域：全国
●調査対象：18歳以上男女個人（5,000人）
●サンプリング法：住民基本台帳からの
　層化二段無作為抽出法
●調査方法：専門調査員による訪問留置法
●実査時期：2022年8月26日から9月13日
●調査委託機関：一般社団法人　中央調査社
●回収サンプルの構成：回収数　2,993（59.9％）

〈性別〉
総数 男性 女性

2,993 1,399 1,594
100.0% 46.7% 53.3%

〈年代別〉
総数 18~19歳 20代 30代

2,993 55 246 386
100.0% 1.8% 8.2% 12.9%

40代 50代 60代 70代以上
520 500 495 791

17.4% 16.7% 16.5% 26.4%

（1）自衛隊が米軍とともに中国軍と戦う

（2）自衛隊は戦闘に参加しないが、
米軍に武器弾薬を後方支援する

（3）

（4）

日本にある米軍基地からの
米軍の戦闘行動のみ容認し、
自衛隊は一切関与しない

在日米軍基地の使用を含め、
軍事面では一切関与しない

3.4

4.1

4.5

4.5

（%）
『賛成（計）』22.5%

『賛成（計）』44.8%

『賛成（計）』48.4%

『賛成（計）』46.8%

『反対（計）』74.2%

『反対（計）』51.1%

『反対（計）』47.1%

『反対（計）』48.7%

7.8

11.6

12.0

16.2

14.7

33.2

36.4

30.6

35.9

30.2

30.9

28.5

38.3

20.9

16.2

20.2

図表６　中国が台湾を軍事的に攻撃した場合の日本の関与

賛成 どちらかと
言えば賛成

どちらかと
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反対 無回答
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2月の時事世論調査
２月の時事世論調査によると、

岸田内閣の支持率は前月から1.3
ポイント増の27.8％、不支持率
は1.4ポイント減の42.2％だった。

依然として不支持が支持を
上回っており、内閣支持率が政
権維持に必要といわれる支持率
３割未満の状況は５カ月連続と
なった。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として2月10日
から13日に実施、有効回収（率）
は1,207（60.4％）だった。

この時期の国内の動きは、
ＹＭＯの高橋幸宏さん死去：

一世を風靡したテクノグループ
「イエロー・マジック・オーケス
トラ（ＹＭＯ）」のドラマーで、ソ
ロでも活躍したミュージシャン
の高橋幸宏さんが11日午前5時
59分、誤嚥性肺炎のため死去し
た。70歳だった（1月15日）。

貿易赤字、過去最大19.9兆円：
財務省が19日発表した2022年
の貿易統計速報によると、輸出
額から輸入額を差し引いた貿易
収支は19兆9713億円の赤字だっ
た。資源価格の高騰や円安で輸
入額が大きく膨らんだ。赤字幅
は年間で過去最大。赤字は２年
連続となった（1月19日）。

世界１位国枝が引退表明：車い
すテニスの第一人者で、四大大
会とパラリンピックを全て制する

「生涯ゴールデンスラム」を男子で
初めて達成した世界ランキング１
位の国枝慎吾（38）＝ユニクロ＝
が22日、自身のツイッターで現
役引退を発表した（1月22日）。

トヨタ社長に53歳・佐藤恒治
氏：トヨタ自動車は26日、次期
社長に佐藤恒治執行役員（53）が
昇格するトップ人事を発表した。
4月に就任し、6月の定時株主総

南部サウスカロライナ州沖合の大
西洋上の領空内で戦闘機からミサ
イルを発射し、中国の偵察気球を
撃墜した。米軍は残骸の回収作
業に着手し、気球が収集していた
情報などの分析を行う（2月5日）。

トルコ・シリアでＭ7.8の地震：
トルコで6日午前4時17分（日本時
間同日午前10時17分）、南部の都
市ガジアンテプ北西を震源とする
強い地震があった。被害は隣国シ
リアにも及ぶ。米地質調査所による
と、地震の規模を示すマグニチュー
ドは7.8。両国にまたがる広範囲の
地域で建物が倒壊するなどして、
救出作業が続いている（2月7日）。

政党支持率　自民 党の支 持
率は前月から1.2ポイント減の
23.4％で、以下、立憲民主党は1.3
ポイント増の3.8％、日本維新の
会は3.6％で変わらず、公明党は
0.9ポイント増の4.3％、共産党
は0.2ポイント減の1.6%、国民
民主党は0.7ポイント減の0.8％
だった。支持政党なしは0.3ポイ
ント減少して58.4％だった。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 か ら0.8ポ イ ン ト 減 の
4.2％、「悪くなった」は0.6ポイ
ント増の55.7％だった。時事世
論景気指数は前月から4ポイント
減の19となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から0.2
ポイント減の2.5％、「苦しくなっ
た」は4.7ポイント増の45.4％と
なった。

会を経て代表取締役となる。豊田
章男社長（66）は会長に就き、引
き続き代表権を持つ（1月26日）。

2メートル超の鉄剣出土：奈良
市教育委員会と奈良県立橿原考
古学研究所は、同市の富雄丸山
古墳（4世紀後半）から、長さ2メー
トルを超す鉄剣と、過去に類例が
ない盾形の銅鏡が出土したと発表
した。いずれも国産とみられ、同
研究所は「この時代の金属工芸の
最高傑作」としている（1月25日）。

新型コロナ「５類」へ：自民党
の新型コロナウイルス対策本部は
27日、感染症法上の位置付けの「５
類」への引き下げに伴う提言案の
骨格をまとめた。感染者の医療費
公費負担の維持や、病院に対す
る診療報酬の特例措置継続など
が柱。移行日は5月8日（1月27日）。

国外では、
世界的ギタリストのジェフ・

ベックさん死去：世界三大ギタ
リストの一人で英国出身のジェ
フ・ベックさんが10日、ロンド
ン近郊サリー州の自宅近くの病
院で死去した。78歳だった。細
菌性髄膜炎に感染し「安らかに息
を引き取った」という（1月12日）。

フランスで100万人超がデモ：
フランスで19日、年金支給開始
年齢を現行の62歳から64歳に
引き上げることを柱とする年金
改革案に反対するデモが行われ、
内務省によれば、パリでは約8万
人、全土では約112万人が参加
した（1月20日）。

南米共通通貨を協議：ブラジ
ルとアルゼンチン両国は1月23
日、共通通貨の創設に向けた協
議を始める方針を示した。共通
通貨を発行することで、貿易や
金融取引を活発化させ、世界経
済におけるプレゼンスの拡大を
目指すことが狙い（1月23日）。

米独、ウクライナに戦車供与：
米、ドイツ両政府は25日、それ
ぞれの主力戦車をウクライナに
供与すると発表した。米独両国
はこれまで戦車の供与に慎重姿
勢を崩さなかったが、長い逡巡
の末、足並みをそろえて方針転
換した（1月27日）。

米軍、中国気球を撃墜：米軍
は4日午後（日本時間5日未明）、

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2013年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 20年
143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9 25.0
21年 22年 （2月）（３月）（４月）（５月）（6月）（7月）
34.6 20 13 16 33 26 10

（８月）（9月）（10月）（11月）（12月） 23年 （1月）（2月）
22 10 9 11 29 23 19
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